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（別紙） 

【グループⅡ】 公募仕様書 
 
Ⅰ．件名  
  新興市場国及び資源保有国のカントリーリスクに係る情報提供サービス 
 
Ⅱ．サービス内容  
  以下の１．～３．の項目に関するサービスを全て提供できること。 
 
１．レポートの提供 
  次の(1)～(3)のレポートを全て提供できること。 
 
（１）デイリー分析レポート 

①新興市場国及び資源・エネルギー保有国に関するレポート 
 

  【要件】．．．全て満たすこと 
    ・別紙１に記載された国（状況に応じて追加することが可能。以下同様。）に

ついて分析されたもの 
・トピックに偏りなく、以下(a)～(g)のいずれかの内容に該当するもの 
・適時性を備え、かつデイリーで提供できること 

    ・1 ヶ月当たり、80 本以上のレポートを提供できること 
 

(a)政治情勢 
政治動向、選挙情勢、政党情報、革命・内乱・軍事クーデター、反政府運動

等の動向等 
(b)治安動向 
  戦争・紛争・暴動、ストライキ、テロ 
(c)経済情勢及び経済政策 

マクロ経済情勢、経済政策、財政政策、経済構造改革状況、地域経済協力（FTA、

通貨共同体等） 
(d)投資環境 

 法規制・法制度の整備状況、経済・社会インフラの状況、セクター別情報、

外国企業の活動状況 
(e)資源・エネルギー情勢 

資源・エネルギー保有・開発状況、資源・エネルギー政策、資源・エネルギー

セクターにおける国営企業の役割 
(f)地政学リスク動向 
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  国際的なテロに関するリスク、地域的な安全保障上のリスク 
  (g)国際機関が実施する政策によるリスク 
 
②米国、EU、または国際機関の対外政策に関するレポート 

 
   【要件】．．．全て満たすこと 

・米国、EU、国連・IMF・世銀などの公的国際機関の対外政策が別紙に掲げる

国に対して与える影響について分析されたもので、上記①の(a)～(g)のいずれ

かのトピックに該当するもの 
・適時性を備え、かつデイリーで提供できること 

 
【上記①と②のレポートに求められる視点】 

レポートは、次のいずれかの視点から分析された内容となっていること。 
・現状分析および将来見通し 
・貿易・投資環境に与える影響 
・リスク軽減または回避手段にかかるアドバイス 

 
（２）定期発行の分析レポート 

①ウィークリー分析レポート 
   次の(a)と(b)について、ウィークリーで提供できること。 

 
(a)現状分析レポート 

   【要件】．．．全て満たすこと 
・別紙１に記載された国について現状分析されたもの 
・上記(1)①に掲げた(a)～(g)の項目に基づき、デイリー分析レポートをより掘り

下げて詳細に分析されたもの 
 

(b)見通し分析レポート 
   【要件】．．．全て満たすこと 

・別紙１に記載された国について見通し分析されたもの 
・上記(1)①に掲げた(a)～(g)の項目に基づき、デイリー分析レポートをより詳細

に掘り下げた見通し分析レポート 
 

【上記(a)と(b)のレポートに求められる視点】 
レポートは、次のいずれかの視点から分析された内容となっていること。 
・貿易・投資環境に与える影響 
・リスク軽減または回避手段にかかるアドバイス 
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   ☆ウィークリー分析レポートのうち、大局的、総括的な観点から分析されたレポ

ート 1 本について、和訳でのレポートも併せて提供できること。 
 
②マンスリー分析レポート 

   次の(a)と(b)について、マンスリーで提供できること。 
 

(a)イラクにおける政治・経済情勢（石油生産、IS、クルドとの関係、予算等を含

む）および今後の見通しに関するレポート 
(b)ベネズエラに政治・経済情勢(外国為替管理制度、財政状況、ペトロカリベ、

収用と国際仲裁等を含む)に関するレポート 

 

【上記(a)と(b)のレポートに求められる視点】 
レポートは、次のいずれかの視点から分析された内容となっていること。 
・現状分析および将来見通し 
・貿易・投資環境に与える影響 
・リスク軽減または回避手段にかかるアドバイス 

 

③クォータリー分析レポート 
 中東及び北アフリカ地域の情勢分析（特に資源分野での収用のリスク、銀行分野

でのリスク、国の債務返済能力等）についてのレポートを、クォータリーで提供で

きること。 
 
【レポートに求められる視点】 
レポートは、次のいずれかの視点から分析された内容となっていること。 
・現状分析および将来見通し 
・貿易・投資環境に与える影響 
・リスク軽減または回避手段にかかるアドバイス 

 
（３）その他分析レポート 

①資源エネルギー関連のトレンド・レポート 
 以下の項目に関する現状および見通しを分析したレポートが提供できること

（マンスリーベースもしくは年 12 本以上の配信）。 
 
・炭化水素資源の世界需給、マーケットおよび国別の生産・開発 
・炭化水素資源以外のエネルギー資源（例えばウラン、石炭等）の国別の生産・

開発 
 

②政治・経済の安定性に関する指標分析レポート 
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・主要な新興市場国の内外リスクが政治・経済の安定性に及ぼす影響を国毎に指

標（＊）で評価したレポート 
・マンスリーベースで配信するとともに、クォータリー毎に総括的な分析を提供

できること。 
 

＊指標・・・外生的なショックにかかるリスクや自国の政府、経済、社会に内在する

リスクに対して、政治・経済がどれだけ耐えられるかを国毎に数値化したもの。 
 
 ③収用リスクに関し、ＮＥＸＩから指定する国（12 ヵ国以下）について、直近 1 年

の状況（収用の実績、収用に繋がる制度改革等の新たな動き等）について、1ヵ国

１ページ程度の簡潔なレポートを毎年 1回、提供できること。 

 
  ④新たな年に関するグルーバルな政治・経済動向、リスクの所在などの予測的なレポ

ートを提供できること。 
 
２．アナリストへの問い合わせ 
 上記情報に関する電子メール又は電話での問い合わせに対する迅速かつ適切な対応

（電子メールでの回答を希望）。 
【NEXI 海外事務所（パリ、ニューヨーク、シンガポール）を含む】 

 
３．アナリストとのミーティング 

アナリストによる NEXI の関心テーマに関するプレゼンテーションなど意見交換会

の実施。 
 （四半期に一度以上） 
 
Ⅲ．サービスの提供形態  

電子メールでのタイムリーな情報提供サービス 
（※配信先は、NEXI に勤務している者の中で、当方の要望により決定することがで

きるものとする。） 
 
Ⅳ．サービス提供期間  

 2015 年 4 月 1 日～2018 年 3 月 31 日 
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（別紙１） 

ASIA & PACIFIC MIDDLE EAST EUROPE＆CIS AFRICA LATIN　AMERICA

Bangladesh Bahrain Azerbaijan Algeria Argentina

Brunei Iran Bulgaria Angola Bolivia

China Iraq Croatia Botswana Brazil

India Jordan Hungary Cameroon Colombia

Indonesia Kuwait Kazakhstan Central African Republic Cuba

Malaysia Oman Poland Chad Dominican Republic

Mongolia Qatar Romania Congo(Brazzaville) Ecuador

Myanmar Saudi Arabia Russia Democratic Rep. of Congo Guyana

Pakistan Syria Serbia Egypt Jamaica

Papua New Guinea United Arab Emirates Turkey Equatorial Guinea Mexico

Philippines Yemen Turkmenistan Gabon Peru

Thailand Ukraine Guinea Suriname

Vietnam Uzbekistan Kenya Venezuela

Libya

Malawi

Mauritania

Morocco

Mozambique

Namibia

Niger

Nigeria

Republic of South Africa

Sao Tome & Principe

South Sudan

Sudan

Tunisia

Uganda

Zambia

Zimbabwe

Emerging Countries / Countries with large energy & mineral resources(*)
【*Oil, Natural Gas, Major Mineral Resources and Rare Metals】

 


